
  

授業欠席の取り扱いについて 

 

 以下の事例により、「授業欠席（オンライン授業における未受講を含む）」、「レポート未提出」、「試験

未受験」に該当する場合は、所属箇所（学部・研究科等）事務所で手続きを行うことで、その間の取り

扱いについて成績評価において不利にならないよう当該科目の担当教員に配慮を願い出ることができま

す。ただし、欠席の取扱いの最終的な判断は、担当教員の判断によります。 

 

１ 忌引き 

（１） 対象 

１親等（親、子）、２親等（兄弟姉妹、祖父母、孫）および配偶者 

（２） 日数 

授業実施日連続７日まで（ただし、対象者が海外在住者の場合は、柔軟に対応する） 

（３） 手続方法 

①  欠席期間終了後 10日以内に、所属箇所事務所より「忌引きによる欠席届」を受け取る。 

② 「忌引きによる欠席届」（記入済）および会葬礼状等を、すみやかに所属箇所事務所に提出する。 

※保護者等死去の場合は、保護者等の変更の手続きも必要。 

③ 所属箇所事務所より「忌引きによる授業欠席等に関する取扱いのお願い」を受領。 

④ 担当教員に、教場にて（オンライン授業の場合は E メール、LMS 等を通じて、あるいは科目設

置箇所事務所に）、「忌引きによる授業欠席等に関する取扱いのお願い」を渡し、配慮を願い出

る。 

 

２ 裁判員制度 

（１） 対象 

裁判員候補者に指名され、裁判員選任手続期日、審理・公判当日に、裁判所へ出頭する本学通学

課程に在学する者（国内交換留学生は、これに準ずる） 

※科目等履修生や人間科学部 eスクール学生は対象外とする。 

【参考】法律により学生であることを理由に、裁判員の辞退を願い出ることができます。 

裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（第十六条抜粋） 

（辞退事由） 

 第十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、裁判員となることについて辞退の申し立てをすることがで

きる。  

   一 年齢七十年以上の者 

   二 地方公共団体の議会の議員（会期中の者に限る。） 

   三 学校教育法第一条、第百二十四条又は第百三十四条の学校の学生又は生徒（常時通学を要する課程

に在学する者に限る。） 

（２） 手続方法 

① 「選任手続期日のお知らせ（呼出状）」とともに、所属箇所事務所に申し出る。 

② 担当教員に、教場にて（オンライン授業の場合は E メール、LMS 等を通じて、あるいは科目設

置箇所事務所に）、「配慮願」を渡し、配慮を願い出る。 

 

 

 

  



３ 学校において予防すべき感染症【保健センター／学校保健安全法による】 

（１） 対象 

保健センターホームページ「学校において予防すべき感染症」参照 

*新型コロナウイルス関連についても以下をご確認ください。 

https://www.waseda.jp/inst/hsc/information/healthcare/infection 

（２） 手続方法 

① 罹患したことを、所属学部（学部・研究科等）事務所に連絡する。 

② 登校の許可または出席停止期間終了後、診断を受けた医師に『「学校において予防すべき感染症」

登校許可証明書』の記入を依頼し、所属箇所（学部・研究科等）事務所に提出する。 

③ 所属学部または大学院所定の「欠席届」に記入し、所属箇所（学部・研究科等）事務所の指示

に従い、担当教員に配慮を願い出る。 

※新型コロナウイルス感染症の場合は、出席停止を指示する範囲及び手続方法が異なる場合がある

ため、最新の情報を上記の保健センターホームページで確認してください。なお、罹患の場合の

みならず、ワクチン接種の副反応による欠席および大学が出席停止を指示した場合等の欠席も、

配慮を願い出ることが可能です。詳細は所属箇所（学部・研究科等）事務所までお問合せくださ

い。 

 

４ 「介護等体験」「教育実習」期間の取り扱い【教職課程】 

（１） 対象 

教職課程を履修し、「介護等体験」または「教育実習」を行う者 

（２） 日数 

実習期間 

※クォーター科目の履修期間中に実習期間が該当する場合、配慮が難しいため、当該期間には

クォーター科目の履修登録を行わないこと。 

（３） 手続方法等 

   介護等体験、教育実習ともに欠席配慮の申し出方法とその手続きは、対象者へ Waseda Moodle   

等で通知する。所定の手続きを行うことで欠席の配慮を申し出ることができるが、この最終的な

取扱いは各科目担当教員の判断による。 


